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巻◆頭◆言

政治的にも経済的にも、世界的な先行き不透明感が増す

中での年明けとなった。昨年は、テロの多発や難民問題の

深刻化、そして、Brexit（英国のEU離脱）に続いて米国大

統領選挙でのドナルド・トランプ氏の勝利など、まさに衝

撃的な出来事が相次いで起こった。これらはすべて、第二

次大戦後に欧米先進諸国によってつくられたレジームが壊

れつつあることを、如実に示しているように思う。今年は、

こうした歴史的な構造変化の中で、「日本は将来に向けて何

をすべきか」が本気で問われる年になりそうである。

日本では、戦後レジームからの脱却というと、すぐに憲

法改正問題になりがちだが、待ったなしの状況にあるの

は、戦後確立された教育制度や年金・医療など社会保障の

制度疲労への対処であり、それが人口減少という人口動態

に起因する諸課題であることは、論をまたない。つまり、

少子・高齢化が制度設計の前提条件を超えて進んでしまっ

たため、このままの制度維持が困難になっているというこ

とだ。しかも、バブル崩壊以降、一気に加速した財政悪化

が、事態をさらに切迫させている。

これらは、今に始まった新しい問題ではない。また、人

口減少社会が引き起こす深刻な影響を否定したり、少子化

に歯止めをかける必要性に反対したりする人もいない。そ

れにもかかわらず、これまでは先送りの歴史であった。確

かに、これらは世代間の受益と負担の配分のあり方の見直

しという難しい課題をはらんでいる。しかし、抜本的な対

応を怠ると、日本の将来は危うくなるだろう。

この課題を解決する主役は国であり、政治である。ただ、

政治に責任を負わせるだけで問題解決できるとはもちろん

思っていない。民間企業も主体的に何ができるかを真剣に

考え、実践しなくてはならない。そして何よりも、国民の

意識改革が不可欠である。年金も医療も介護も育児も、何

もかも国がやってくれて当然と考えている今の価値観を変

えていくこと、このパラダイムシフトこそが戦後レジーム

からの脱却の最大の課題だろう。

そのためのキーワードは、「自立」と「共助」だと思う。若

者が年寄りを、年寄りが子どもたちを、元気な人が病人を、

地域でお互いに助け合って暮らしていた昭和の良き時代。

その時代の地域コミュニティの復活、これが私の初夢だ。
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戦後レジームからの脱却

今月の表紙：シリーズ国花
【ラン／シンガポール】
赤道直下のシンガポールには緑があふれ、至るとこ
ろでランが咲いています。国花とされるのはバンダ・
ミス・ジョアキムというランの一種です。
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